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1	
 はじめに

　 持続可能な発展を遂げるためには, 産業や社会をどのように変化させれば持続可能になるかを明らかに

することが必要である. そこで持続可能性を評価することが重要なってくるが, 社会や経済の発展を表す指

標は単位等が違うため複合的に評価することは難しい. 

　 これに対しGiampietroら(2001)1)により, Multiple-Scale Integrated Assessment of Societal 
Metabolism(MSIASM)が開発されたが, 日本の都道府県のようなメソスケールでは適用されていない. 

　そこで本研究ではMSIASMを用いて, 1990年から2005年において日本の47都道府県の発展傾向を評価

した. また, MSIASMのメソスケールにおいての適用を試みた. 

2 研究方法と用いたデータ

　本研究で用いたMSIASMは, 指標の組み合わせで社会の持続可能性を表現し, 様々な分析が可能な評

価手法である. この手法の特徴は, 人間の活動時間を中心的な役割を担う指標として用いたことである. 人

間の活動時間を一つの資源と捉えることで, 様々な産業において時間を利用して生産活動を行なっている

と考えることができる. この手法では対象地域における人間の活動時間をTotal Human Activity(THA)とし, 

以下のように定義した.

　 また, 社会システムをProductive Sectors(PS), Service and Government  Sectors(SG), Household 
Sectors(HH)に分け地域全体で消費されたエネルギーをTotal Exosomatic energy Throughput(TET)とする. 

そして人間の活動時間と消費エネルギーを以下のように表記する. 

 使用データとして, 人口, 就業者人口は日本統計年鑑（総務省, 2011）の国勢調査2), 県内総生産は県民

経済計算年報（内閣府, 2010）の県民経済計算3), エネルギー消費量は都道府県別エネルギー消費統計

2009年度版a) を用いた. 

3 結果および考察

　 47都道府県において前述の値を算出した. その一例を表1に県内総生産をあわせて表示した. ほとんど

の都道府県において, 労働に割り当てられる人間活動時間が減少していた. 

表1　算出された社会経済指標の例（愛知県）
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　 また地域別に比較すると, 都心部とそれ以外で大きな違いが確認できた. それぞれの代表的な例として

鳥取県, 岩手県, 神奈川県および愛知県をあげて図1から図4に示す. 

　 上図から, 鳥取県および岩手県では人間の活動時間が増加していないにも関わらず, 消費エネルギー

が大幅に増加していることが分かる. また, 消費エネルギーとTHAの比, つまり時間あたりのエネルギー消

費効率についてそれぞれの増加率から, 鳥取県と岩手県においてはエネルギー消費効率が低下してお

り, 同様のことが確認できる. 

4 おわりに

　 本研究では, MSIASMを用いて, 47都道府県の1990年から2005年における発展の傾向を分析した. そ

の結果, 都心部を除いた多くの地域において時間あたりのエネルギー消費効率が低下していることがわ

かった. 今後の課題として, セクター別の人間活動時間と消費エネルギーの変化を含めた分析などがあげ

られる. 
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